
第  １８  号議案  

 

令  和  ７  年  度    久  留  米  市  下  水  道  事  業  会  計  予  算  

 

 （総則）  

第１条  令和７年度久留米市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （業務の予定量）  

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）  接続戸数                              １３２，８１３   戸  

  （２）  年間総処理水量                        ２９，１２７，０００   立方メートル  

  （３）  一日平均処理水量  ７９，８００   立方メートル  

  （４）  建設改良事業の概要  

       １  管渠布設工事                総延長         ７，９１５   メートル  

       ２  雨水施設工事                            一   式  

       ３  浄化センター施設工事                        一   式  
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 （収益的収入及び支出）  

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

 

収       入  

 第１款  下水道事業収益                              ９，０５４，９３８   千円  

  第１項  営業収益                                ５，８９５，８１５   千円  

  第２項  営業外収益                               ３，０７７，４５４   千円  

  第３項  特別利益                                   ８１，６６９   千円  

 

支       出  

 第１款  下水道事業費用                              ８，２２１，３２８   千円  

  第１項  営業費用                                ７，０９１，９８４   千円  

  第２項  営業外費用                                 ８５５，７６５   千円  

  第３項  特別損失                                  ２６３，５７９   千円  

  第４項  予備費                                    １０，０００   千円  
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 （資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，９８２，

５７４千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２８３，９７０千円、減債積立金５２０，０００千円、過

年度分損益勘定留保資金５３７，０９５千円及び当年度分損益勘定留保資金１，６４１，５０９千円で補てんするものとす

る。）。  

 

収       入  

 第１款  資本的収入                                ６，７４２，０９８   千円  

  第１項  企業債                                 ３，５４６，８８０   千円  

  第２項  補助金                                 １，７５４，１１０   千円  

  第３項  負担金                                   ９４１，１０８   千円  

  第４項  他会計からの長期借入金                           ５００，０００   千円  

 

支       出  

 第１款  資本的支出                                ９，７２４，６７２   千円  

  第１項  建設改良費                               ５，５０４，１３３   千円  

  第２項  企業債償還金                              ３，７１０，５３９   千円  

  第３項  他会計からの長期借入金償還金                        ５００，０００   千円  

  第４項  予備費                                    １０，０００   千円  
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 （継続費）  

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。  

 

款  項  事業名  総額  年度  年割額  

   千円  千円 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

ポ ン プ 場 施 設 

改 修 事 業 

（ 小 森 野 ） 

３００，０００  

令和７年度   １２０，０００    

令和８年度 １８０，０００    

雨 水 ポ ン プ 場 

施 設 改 修 事 業 

（ 除 塵 設 備 ） 

５５５，０００  

令和７年度 １３４，０００    

令和８年度 ２０１，０００    

令和９年度 ２２０，０００    

筒 川 流 域 

浸 水 対 策 事 業 

（下流貯留施設） 

６８０，０００  

令和７年度 １３６，０００    

令和８年度 ３４０，０００    

令和９年度 ２０４，０００    
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款  項  事業名  総額  年度  年割額  

   千円  千円 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

中央浄化センター 

施 設 改 修 事 業 

（ 反 応 槽 ） 

５００，０００  

令和７年度  ８０，０００    

令和８年度 １２０，０００    

令和９年度 ３００，０００    

 

 （債務負担行為）  

第６条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。  

 

事      項  期      間  限   度   額  

ポンプ場薬品購入費  令和８年度  

 千円  

３，０６３       

      

浄化センター薬品購入費  令和８年度  ３５，２４２       

南部浄化センター及び汚水ポンプ場

維持管理業務委託料  
令和８年度から令和１２年度まで  １，４４６，０５１       

中央浄化センター  

脱水汚泥処理業務委託料  
令和８年度から令和１０年度まで  ５５９，５９９       

南部浄化センター  

脱水汚泥処理業務委託料  
令和８年度から令和１０年度まで  ４１９，２２９       
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事      項  期      間  限   度   額  

田主丸浄化センター  

脱水汚泥処理業務委託料  
令和８年度から令和１０年度まで  

千円  

４３，９０３       

      

放流水等検査業務委託料  令和８年度    ８，７７６       

中央浄化センター自動除塵機修繕費  令和７年度から令和８年度まで    ５，２８０       

合川庁舎管理業務委託料  令和８年度から令和１０年度まで  １３，２７５       

合川庁舎清掃業務委託料  令和８年度から令和１０年度まで  １３，３８３       

土木関連業務システム使用料  令和７年度から令和１２年度まで       ５，２７６       

 

（企業債）  

第７条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

 

起債の目的  限度額  起債の方法  利率  償還の方法  

 

 

 

下水道事業  

千円  

 

 

３，５４６，８８０  

 

 

 

普通貸借又は証券発行  

％  

５．０以内  

 
（ た だ し 、利 率 見 直 し 方 式

で 借 り 入 れ る 資 金 に つ い

て 、利 率 の 見 直 し を 行 っ た

後 に お い て は 、当 該 見 直 し

後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 に つ い て は そ の 融

資 条 件 に よ り 、銀 行 そ の 他 の 場

合 に は そ の 債 権 者 と 協 定 す る

事 項 に よ る 。  

た だ し 、財 政 の 都 合 に よ り 据

置 期 間 を 短 縮 し 、又 は 繰 上 償 還

若 し く は 低 利 に 借 換 え す る こ

と が で き る 。  
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（一時借入金）  

第８条  一時借入金の限度額は、５，０００，０００千円と定める。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第９条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

  （１）  営業費用と営業外費用の間  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第１０条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 （１）  職員給与費                                ５３６，８６２   千円  

 （２）  交際費                                       ６０   千円  

 

令和７年２月１８日提出  

福岡県久留米市長   原   口    新   五  
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２　その他特別利益 ８１,２６９ 減損損失に伴う長期前受金の収益化

令 和 ７ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

２　雨水処理負担金

３　その他の営業収益

１　営業収益

１　下水道収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目

１　下水道事業収益

予定額（千円） 備　　　　　　考

２　長期前受金戻入

４　雑収益

８１,６６９

２　営業外収益

２００,９０２

３　特別利益

３,０７７,４５４

２,３３９

下水道使用料収入

雨水処理等に係る負担金

９,０５４,９３８

５,８９５,８１５

５,１８７,５４７

５０７,３６６

国庫補助金、固定買取売電益、責任技術者登録手数料等

の収入

行政財産使用料及びその他雑収入

分流式下水道等に係る一般会計からの繰入金６４０,０５８

２,３５１,３１７

１　過年度損益修正益 ４００

１　他会計補助金

３　消費税及び地方消費税還付金 ８３,７４０
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２０,４２１６６８,４１９

３　処理場費

２　ポンプ場費

款

１　下水道事業費用

支　　　　　　出

項

千円

備　　　　　　考予定額（千円）

８,２２１,３２８

７,０９１,９８４１　営業費用

目

１　管渠費

法定福利費

手　当　等

２２６,８０２

手　当　等

１,４２８,５５８

法定福利費

修　繕　費

委　託　料

動　力　費

薬　品　費

修　繕　費

動　力　費

給　　　料　９人

材　料　費 １７,２４３

その他ポンプ場施設の維持管理

委　託　料

給　　　料　６人

委　託　料

給　　　料　２人

手　当　等 １１,１９２

６,３７０

に要する費用

法定福利費

その他汚水管渠の維持管理

に要する費用

３,２１２

９,３７７

６,８３１

６１,０６４

５３,４５１

８２,６８４

１３,９０８

修　繕　費

９０１,６４３

７３,０４３

２０１,１５８

３８４,５２１

１０,１８３

３８,２４４

１７４,３００

１５２,４６９

５４,３７２

２７,６０７
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１８７,１０１

修　繕　費

７　減価償却費

９３,１８１

８５５,７６５２　営業外費用

５　業務費

４　雨水施設費

６　総係費

その他処理場施設の維持管理

給　　　料　８人

法定福利費

１５８,７９４

手　当　等

給　　　料　７人

に要する費用

に要する費用

その他雨水施設の維持管理

に要する費用

手　当　等 ９,４１７

８,９８１

法定福利費

委　託　料

３,２３０

２０,４８６

８,６７１給　　　料　２人

１９,５２６

２５,５８７

手　当　等

２９,１８３

３５,９４９

３２,６６９

２３,２５２

１４,５８８

２９,０８５

厚生福利費

４３,９７９

１０,７１７

１,６０７

５３,９５７

その他総括的業務に要する費用

法定福利費

その他使用料の徴収、普及指導 ４３,８２０

負　担　金

委　託　料 ２９,８６９

委　託　料 １４,９８９

退職給付費

４,２７８,３１９

８　資産減耗費 ５０,８１０

149



１　減損損失

８５５,２６５１　支払利息及び企業債取扱諸費

２　雑支出

２　過年度損益修正損

１　予備費

１０,０００

２５６,６２９

の固定資産帳簿価額の減損損失額

４　予備費

整備見直し区域に係る実施設計等

３　特別損失

　

２６３,５７９

１０,０００

５００

５,３００

３　その他特別損失 １,６５０

150



３,５４６,８８０

９４１,１０８

１２７,４００

国庫補助金

１,７５４,１１０

特別措置分

１　企業債

６,７４２,０９８

款 備　　　　　　考

千円

予定額（千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

２　受益者分担金

３　受益者負担金

１０,８９４

１　資本的収入

項 目

３,４１９,４８０

３　負担金

２　補助金

１　企業債

４　他会計負担金

１　工事負担金

４４,６３８

１　国県市補助金

５９６,５７６

２８９,０００

５００,０００

下水道管路移設工事負担金

１,７５４,１１０

５００,０００

水道事業会計からの長期借入金

収　　　　　　入

４　他会計からの長期借入金

３,５４６,８８０ 建設改良費

１　他会計からの長期借入金
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　　償還金

３　他会計からの長期借入金 ５００,０００

　　償還金　　　　　　　　 １　他会計からの長期借入金 ５００,０００ 水道事業会計長期借入金償還金

手　当　等

１　資本的支出

款

支　　　　　　出

１２９

項 目

３　浄化センター建設費

３,７１０,５３９

３,７１０,５３９

１０,０００

企業債元金償還金

１０,０００

１　予備費

４　予備費

２　企業債償還金

費用

その他浄化センター建設に要する

委　託　料５３７,６０６

水質機器購入等１５,６４６

１　企業債償還金

５,５０４,１３３

その他雨水施設建設に要する費用

１０７,０００

浄化センター施設工事費 ４３０,４７７

その他管渠建設に要する費用

５３８,８００

５５２,１４９

３０６,４８０

給　　　料　２５人

２　雨水施設建設費

１　建設改良費

管渠布設工事費

１　管渠建設費

１９９,８５８

７４,７２２

法定福利費

９,７２４,６７２

千円

９９,５０５

委　託　料

予定額（千円）

３,１４５,９３５

３３,４３２

備　　　　　　考

４　機械備品購入費

雨水施設工事費８４５,２８０

４,１０５,６０１
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令和7年度　久留米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ４９１,８４５

減価償却費 ４,２７８,３１９

退職給付引当金の増加額 ４４,３５１

賞与引当金の増加額 ８,２１１

貸倒引当金の増加額 ３２５

長期前受金戻入額 △ ２,３５１,３１７

特別利益 △ ８１,２６９

支払利息及び企業債取扱諸費 ８５５,２６５

固定資産除却費 ４７,８１０

減損損失 ２５６,６２９

未収金の増加額 △ ２０５,７４７

未払金の増加額 ７３,５８３

小計 ３,４１８,００５

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ ８５５,２６５

業務活動によるキャッシュ・フロー ２,５６２,７４０

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ５,６０３,０１２

国庫補助金等による収入 ２,１９７,４３２

他会計からの繰入金による収入 ５６０,２８７

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２,８４５,２９３

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３,７２２,６８０

その他の企業債による収入 １２７,４００

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ３,２７１,７５１

その他の企業債の償還による支出 △ ４３８,７８８

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 ５００,０００

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 △ ５００,０００

財務活動によるキャッシュ・フロー １３９,５４１

４　資金増加額（又は減少額） △ １４３,０１２

５　資金期首残高 １,７１０,３２０

６　資金期末残高 １,５６７,３０８
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１　総　　括

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ２７

(９)

２４

(１)

１０ ５１

(１０)

１０ ２７

(８)

２４

(１)

１０ ５１

(９)

０ ０

(１)

０

(０)

０ ０

(１)

(　　)内は短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数で外数

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ７２ １３４,９６９ １４７,８１５ ２８２,８５６ ４６,４１８ ３２９,２７４

資本勘定支弁職員 ９９,５０５ ７４,７２２ １７４,２２７ ３３,４３２ ２０７,６５９

合　　計 ７２ ２３４,４７４ ２２２,５３７ ４５７,０８３ ７９,８５０ ５３６,９３３

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ７２ １２９,２５５ １２１,２１５ ２５０,５４２ ４０,９１３ ２９１,４５５

資本勘定支弁職員 ９７,６４８ ６８,８１２ １６６,４６０ ３２,０４１ １９８,５０１

合　　計 ７２ ２２６,９０３ １９０,０２７ ４１７,００２ ７２,９５４ ４８９,９５６

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ０ ５,７１４ ２６,６００ ３２,３１４ ５,５０５ ３７,８１９

資本勘定支弁職員 １,８５７ ５,９１０ ７,７６７ １,３９１ ９,１５８

４６,９７７合　　計 ０ ７,５７１ ３２,５１０ ４０,０８１ ６,８９６
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８,６６７ ５,１８２ ６,５７５ ４,９６３

前　年　度 ８,０７５ ０ ７,５０１ ４,４１９

比　　　較 ５９２ ５,１８２ △ ９２６ ５４４

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ０ ２４,５６９ １,０５９ ５,１１４

前　年　度 １０７ ２５,５８５ １,２３１ ４,２２８

比　　　較 △ １０７ △ １,０１６ △ １７２ ８８６

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ４８ ６２,４０１ ５０,００２ ５３,９５７

前　年　度 ４０ ５８,８９３ ４５,６０４ ３４,３４４

比　　　較 ８ ３,５０８ ４,３９８ １９,６１３

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ２７

(７)

２４

(１)

１０ ５１

(８)

１０ ２７

(６)

２４

(１)

１０ ５１

(７)

０ ０

(１)

０

(０)

０ ０

(１)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

７,１３９ ３２,３２５ ３９,４６４ ６,７４２ ４６,２０６

１,８５７ ５,９１０ ７,７６７ １,３９１

５,２８２ ２６,４１５ ３１,６９７ ５,３５１ ３７,０４８

９,１５８

９７,６４８

２２３,７４７ １８９,３５７ ４１３,１７６

１９８,５０１３２,０４１１６６,４６０６８,８１２

７２,１９４ ４８５,３７０

４０,１５３ ２８６,８６９

２３０,８８６ ２２１,６８２ ４５２,６４０ ７８,９３６

１３１,３８１ １４６,９６０ ２７８,４１３ ４５,５０４ ３２３,９１７

９９,５０５

０

７４,７２２ １７４,２２７ ３３,４３２ ２０７,６５９

５３１,５７６

１２６,０９９ １２０,５４５ ２４６,７１６

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

合　　計

本
　
年
　
度

区　　　　　分

職　員　数

前
　
年
　
度

７２

０

給　　　　与　　　　費

７２

７２

７２

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８,６６７ ５,１２１ ６,５７５ ４,９６３

前　年　度 ８,０７５ ７,５０１ ４,４１９

比　　　較 ５９２ ５,１２１ △ ９２６ ５４４

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ０ ２４,５６９ １,０５９ ５,１１４

前　年　度 １０７ ２５,５８５ １,２３１ ４,２２８

比　　　較 △ １０７ △ １,０１６ △ １７２ ８８６

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ４８ ６１,６０７ ５０,００２ ５３,９５７

前　年　度 ４０ ５８,２２３ ４５,６０４ ３４,３４４

比　　　較 ８ ３,３８４ ４,３９８ １９,６１３

区　  分

区  　分

区　  分
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(２)

(２)

(２)

(２)

(０)

(０)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員数で外数

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ３,５８８ ８５５ ４,４４３ ９１４ ５,３５７

資本勘定支弁職員

合　　計 ３,５８８ ８５５ ４,４４３ ９１４ ５,３５７

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ３,１５６ ６７０ ３,８２６ ７６０ ４,５８６

資本勘定支弁職員

６１７ １５４ ７７１

資本勘定支弁職員

合　　計 ３,１５６ ６７０ ３,８２６ ７６０ ４,５８６

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ４３２ １８５

職　員　数

７７１合　　計 ４３２ １８５ ６１７ １５４
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扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ６１

前　年　度

比　　　較 ６１

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ７９４

前　年　度 ６７０

比　　　較 １２４

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 ７,５７１ 　１　給与改定に ６,６７１ 　給料表の改定　　平均約3％引き上げ

　　　伴う増減分

　２　昇給に伴う ６６３ 　平均昇給率 0.292%

　　　増  加  分

　３　そ の 他 の ２３７ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）

　　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　　　　　本年度　　　　５１人　　　  ０人　　　５１人

　　　　　前年度　　　　５０人　　 　 １人　　　５１人

　　　　　増　減  　　  　１人　　  ▲１人　　  　０人

手　当 ３２,５１０ 　１　制度改正に ７,４８９ 　期末手当　　　　　　年間 2.45月　→　2.50月

　　　伴う増減分 　勤勉手当　　　　　　年間 2.05月　→　2.10月

　地域手当支給率　全域　0％→2％

　２　そ の 他 の ２５,０２１

　　　増　減　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

２３７千円　　　増　減　分
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３３８，５００ 円  円

　平 均 給 与 月 額　 ３８７，５１１ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４２歳　　７ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３２９，０８０ 円  円

　平 均 給 与 月 額　 ３８６，５６９ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４２歳　　６ヵ月 歳

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １９４,５００ １９２,５００ １９４,５００ １９２,５００

大   学   卒 ２２５,６００ ２２５,６００

企　　　業　　　職

令和　７年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

令和　６年 １ 月 １ 日 現在

企　　　業　　　職 一　　般　　会　　計　　の　　制　　度
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

５  ９.８  

(１) (３３.３)

２　　級 ２  ３.９  ２　　級

１５  ２９.４  

(２) (６６.７)

４　　級 １７  ３３.３  ４　　級

５　　級 ６  １１.８  

６　　級 ５  ９.８  

７　　級 １  ２.０  

８　　級

５１  １００.０  

(３) (１００.０)

４  ８.０  

(１) (３３.３)

２　　級 ４  ８.０  ２　　級

１５  ３０.０  

(２) (６６.７)

４　　級 １５  ３０.０  ４　　級

５　　級 ７  １４.０  

６　　級 ４  ８.０  

７　　級 １  ２.０  

８　　級

５０  １００.０  

(３) (１００.０)

１　　級

区　　　　分
企　　　　業　　　　職

令和　７年 １月 １日現在

給　　料　　表　　（一）

１　　級

給　　料　　表　　（二）

計

３　　級

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

令和　６年 １月 １日現在

１　　級 １　　級

３　　級

３　　級

計

３　　級

計

計
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

５１ ５１

４５ ４５

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ３９ ３９ 　（令和　７年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） ６ ６ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８８.２ ８８.２

５１ ５１

４５ ４５

２号給　（人）

４号給　（人） ３９ ３９

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） ６ ６

　号給　（人）

８８.２ ８８.２

短時間勤務職員を除く

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（ｂ）／（ａ） （％）

職　　員　　数（ａ)　（人）

昇給に係る職員数（ｂ） （人）

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 ―

企　業　職

―

―

―
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．３０ ２．３０ ４．６０

（１．２０） （１．２０） （２．４０）

２．２５ ２．２５ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．３０ ２．３０ ４．６０

（１．２０） （１．２０） （２．４０）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

　（８）その他の手当

備    考

備    考

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度 有

区　　　分

一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区　　　分

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

差　異　の　内　容
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0 100.0200 0

37,780

152,220 37,780 190,000

37,780 19.9

計 190,000 94,300 95,500

7 37,780 18,890 18,800 90

14.0

110 125,620 125,620 66.16 125,620 62,810 62,700

26,6005 26,600 12,600 14,000

千円

0

全　　体　　計　　画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

千円

その他

継 続 費 に 関 す る 調 書

国庫
補助金

年度

千円千円

款 項

千円

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

千円

事業名

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額企業債

年割額

左 の 財 源 内 訳
継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

千円 ％千円

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

1 資本的
支　出

1 建　設
改良費 計

千円

ポンプ場
施 設
改修事業
（大善寺）

中央浄化
センター
施 設
改修事業
（消化槽）

4 520,000

7 191,000

286,000 234,000 0 520,000 520,000 38.2

5 520,000 286,000 234,000 0 5,486 514,514 520,000 38.2

6 129,000 70,950 58,000 50 129,000 129,000 9.5

105,050 85,900 50 14.1

1,360,000 748,000 611,900 191,000 1,360,000 0

191,000 191,000

100.0100 525,486 643,514

26,600
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100.0

60.0

40,000 60,000 100,000 00 0

40,000 40,000 40.0

7 60,000 0 60,000 0

雨 水
ポンプ場
施 設
改修事業
（篠山）

6 40,000 0 40,000

計 100,000 0 100,000

16,500 16,500 0 0 13,200 19,800 33,000 0 100.0

60,000 60,000

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

0

千円千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％千円 千円

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額その他

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債

款 項 事業名

全　　体　　計　　画
前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

1 資本的
支　出

1 建　設
改良費

計

ポンプ場
施 設
改修事業
（山川）

33,000

19,800 19,800 60.0

40.0

180,000

28,000

180,000

376,600376,600

30.8

0

13,200

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

0 13,200

0

5 180,000 99,000 81,000 0

6 376,600 207,130 169,400 70

556,600

7 28,000

584,600 0

7 19,800 9,900 9,900

28,000

64.4

584,600 321,530 263,000 70 0 100.0

4.8

6 13,200 6,600 6,600

中央浄化
センター
水 処 理
施 設
改修事業 28,000

計

15,400 12,600
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中央浄化
センター
施 設
改修事業
(ガスホルダ)

6 248,000 136,400 111,600

金 丸 川
・池町川
流域浸水
対策事業
（京町）

6

124,2007

計 0 129,200 193,800 323,000 0 100.0323,000 116,000 207,000 0

129,200

15,000 15,000

193,800 193,800 60.0

0

46,400 82,800 40.0129,200

0 100.025,000

129,200

15,000

千円

69,600

0

0

15,000

0

60.0

計 25,000 0 25,000 10,000

193,800

0

0

筒川流域
浸 水
対策事業
（フラップ
ゲ ー ト ）

0 10,000

7

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

千円 ％

10,000

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

40.010,000

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

千円

6 10,000

0

年割額

0

その他

1

千円

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

事業名

千円千円

年度

全　　体　　計　　画

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

千円

企業債

千円

15,000

款 項

1
資本的
支　出

建　設
改良費

千円

248,000 248,000 99.2

7 2,000 1,100 900 0 2,000 2,000 0.8

計 250,000 137,500 112,500 0 0 248,000 2,000 250,000 0 100.0
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12,200

10

7

187,800

40.0120,000 120,000

％

187,800

68,600

90,000 90,000

60,000 0

180,000

180,000

0

40.0120,000

0.0

150,000 0

0

150,000 0 0計 300,000

その他

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

千円

企業債

千円

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

90

120,000

事業名

全　　体　　計　　画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

ポンプ場
施 設
改修事業
（小森野）

千円 千円 千円千円 千円千円 千円

8 180,000

年度 年割額

60,000

100

12,200 6,710

6

5,400

南部浄化
センター
施 設
改修事業
(受変電設備)

資本的
支　出

1 建　設
改良費

款 項

1

68,600

7

南部浄化
センター
施 設
改修事業
（濃縮機・

消 毒 機 ）

6 187,800 103,290 84,500 93.9

12,200 6.1

計 200,000 110,000 89,900 0 187,800 12,200 200,000 0 100.0

37,730 30,800 70 68,600 14.0

7 102,900 56,595 46,300 5 102,900 102,900 21.0

8 318,500 175,175 143,300 0.025

計 490,000 269,500 220,400 102,90068,600 171,500

0 318,500

100 0

120,000

35.0318,500
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千円 千円 千円

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

千円 千円千円

企業債

千円 千円千円

計 680,000 330,000 350,000 0 0 136,000 136,000

136,000

0

544,000 20.0

0 204,000 0.0

0

0 340,000 0.0

9 204,000 100,000 104,000 0

事業名

全　　体　　計　　画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額国庫

補助金
その他

年度 年割額

20.0

8 340,000 170,000 170,000 0

136,000 60,000 0 136,000

421,000 24.10 134,000 134,000

0 220,000 0.0

計 555,000 277,500 277,500 0 0

201,000 0.0

220,000 110,000 110,0009

8

7

左 の 財 源 内 訳

76,000

雨 水
ポンプ場
施 設
改修事業
（除塵設備）

24.1

0

％

0

建　設
改良費

1

201,000 100,500 100,500

筒川流域
浸 水
対策事業
（下流貯留
施 設 ）

7

款 項

資本的
支　出

1

0 134,000134,000 67,000 67,000 134,000
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300,0000

120,000

9 300,000 165,000 135,000

0.0

0

66,000 54,000

7 80,000 44,000 36,000

8 120,000

80,000

千円 千円 千円千円 千円

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

％千円 千円

80,000 16.0

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

款 項

1 資本的
支　出

左 の 財 源 内 訳

その他

中央浄化
センター
施 設
改修事業
( 反 応 槽 )

0

0

1

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額国庫

補助金

事業名

全　　体　　計　　画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

年割額

建　設
改良費

企業債
年度

千円

0 0 80,000 16.0

0.0

80,0000

0

千円

420,000計 500,000 275,000 225,000
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限　度　額事　　　項

前年度末までの支払

千円

南部浄化センター
及び汚水ポンプ場
維持管理業務委託料

１,４４６,０５１

千円

令和７年度から

令和８年度まで
令和６年度まで ７４０,７３４

令和12年度まで

左　の　財　源　内　訳
当該年度以降の支払

１,４４６,０５１
令和８年度から

５５９,５９９
令和８年度から

５５９,５９９
中央浄化センター
脱 水 汚 泥
処 理 業 務 委 託 料 令和10年度まで

５５９,５９９

千円 千円 千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

金　額 期　間 金　額 国庫補助金 その他期　間

義務発生予定額義務発生（見込）額

中央浄化センター､
汚水ポンプ場及び
篠山排水ポンプ場
維持管理業務委託料

１,５２０,９７７ ５２７,７８０ ５２７,７８０

１,４４６,０５１

ポ ン プ 場
３,０６３ 令和８年度 ３,０６３ ３,０６３

薬 品 購 入 費

浄 化 セ ン タ ー
３５,２４２ 令和８年度 ３５,２４２ ３５,２４２

薬 品 購 入 費
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令和10年度まで
４３,９０３

令和８年度から田主丸浄化センター
脱 水 汚 泥
処 理 業 務 委 託 料

４３,９０３

南部浄化センター
脱 水 汚 泥
処 理 業 務 委 託 料

事　　　項 限　度　額 義務発生予定額

期　間 金　額

義務発生（見込）額

千円

金　額

千円

前年度末までの支払

期　間

千円

４３,９０３

当該年度以降の支払

８,７７６
業 務 委 託 料

放 流 水 等 検 査
令和８年度 ８,７７６

左　の　財　源　内　訳

国庫補助金 その他

千円 千円

４１９,２２９
令和８年度から

４１９,２２９ ４１９,２２９
令和10年度まで

水洗便所改造資金 伴う資金貸付に
令和６年度まで ８０８ 令和７年度以降 損　失　額

貸 付 損 失 補 償 より生じた損失

　について補償する

水洗便所改造に

８,７７６

令和７年度から
５,２８０ ５,２８０

自動除塵機修繕費 令和８年度まで

中央浄化センター
５,２８０
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１３,２７５１３,２７５

令和10年度まで

千円

合 川 庁 舎 清 掃
１３,３８３ １３,３８３

令和８年度から

業 務 委 託 料

千円

合 川 庁 舎 管 理

５,２７６

１３,３８３

５,２７６
令和12年度まで

千円

その他国庫補助金

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

千円

５,２７６
土 木 関 連 業 務

シ ス テ ム 使 用 料

左　の　財　源　内　訳
義務発生予定額

金　額

千円

義務発生（見込）額

令和７年度から

金　額 期　間

令和８年度から

令和10年度まで

期　間

業 務 委 託 料
１３,２７５
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ ５,５９２,０４１

ロ ６,３０６,１３４

△ ２,３６１,２３６ ３,９４４,８９８

ハ １４４,３６９,７２３

△ ３２,９８８,９２０ １１１,３８０,８０３

ニ １９,９８１,８１１

△ ８,４９３,９７６ １１,４８７,８３５

ホ ２７７

△ １８０ ９７

へ ７９,２０２

△ ３７,１１２ ４２,０９０

ト １,９１２,３１３

１３４,３６０,０７７

１３４,３６０,０７７

２　流　　動　　資　　産

（１） １,５６７,３０８

（２） １,５８１,９２３

△ １４,８９７ １,５６７,０２６

（３） １,６７５

（４） １０６,８３６

３,２４２,８４５

１３７,６０２,９２２

車 両 運 搬 具

未 収 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

令 和 ７ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

（令和８年３月３１日）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

現 金 ・ 預 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

前 払 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ ６６,０４５,２５０

ロ ２,３３５,５５３

６８,３８０,８０３

（２）

イ ５００,０００

５００,０００

（３）

イ ２８７,５１７

２８７,５１７

６９,１６８,３２０

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ ３,２７５,３６９

ロ ３９８,３０５

３,６７３,６７４

（２） １,８２３,５８３

（３）

イ ４０,８００

４０,８００

（４） ２０,４３２

５,５５８,４８９

５　繰　延　収　益

（１） ６３,７２５,７０８

△ ２１,６２７,８２７ ４２,０９７,８８１

（２） ４,２１３,０１５

４６,３１０,８９６

１２１,０３７,７０５

長期前受金収益化累計額

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金

他 会 計 借 入 金 合 計

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債
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６　資　　本　　金 １３,１６６,３４４

７　剰　　余　　金

（１）

イ ５１６,８７４

ロ １,８５８,５６６

２,３７５,４４０

（２）

イ １,０２３,４３３

１,０２３,４３３

３,３９８,８７３

１６,５６５,２１７

１３７,６０２,９２２

国 県 市 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　本　　　の　　　部
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（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,３１５,６７３

（２） ４４０,２２０

（３） ２１３,５１５ ４,９６９,４０８

２　営　　業　　費　　用

（１） ４２７,５３０

（２） ２１１,８３７

（３） １,１７５,６０８

（４） ７６,７８８

（５） １５６,０１３

（６） １２７,６０４

（７） ４,１２１,５００

（８） ７０,５６１ ６,３６７,４４１

△ １,３９８,０３３

令 和 ６ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

下 水 道 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 利 益

資 産 減 耗 費

雨 水 施 設 費

業 務 費

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

雨 水 処 理 負 担 金

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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３　営　業　外　収　益

（１） ４２６,４４６

（２） ２,２９２,９２０

（３） ３,４３１ ２,７２２,７９７

４　営　業　外　費　用

（１） ７９３,２３９

（２） １ ７９３,２４０ １,９２９,５５７

５３１,５２４

５　特　　別　　利　　益

（１） ７７３ ７７３

６　特　　別　　損　　失

（１） ７,８２６

（２） ５４４ ８,３７０ △ ７,５９７

５２３,９２７

７,６６１

７７０,０００

１,３０１,５８８

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

経 常 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

過 年 度 損 益 修 正 益

182



（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ ５,３９４,３８６

ロ ６,２９５,２９１

△ ２,１５９,８６７ ４,１３５,４２４

ハ １３９,６６６,４０４

△ ２９,７１２,１８７ １０９,９５４,２１７

ニ １７,９４６,２２０

△ ７,７７０,９２２ １０,１７５,２９８

ホ ２７７

△ １３５ １４２

へ ６６,６３５

△ ３２,１６３ ３４,４７２

ト ２,９０３,０９８

１３２,５９７,０３７

１３２,５９７,０３７

２　流　　動　　資　　産

（１） １,７１０,３２０

（２） １,６９１,６９６

△ １４,５７２ １,６７７,１２４

（３） １,６７５

（４） １６１,５０４

３,５５０,６２３

１３６,１４７,６６０

（令和７年３月３１日）

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

貸 倒 引 当 金

令 和 ６ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

前 払 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

資 産 合 計

貯 蔵 品
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ ６５,５９７,９３９

ロ ２,６０６,４５８

６８,２０４,３９７

（２）

イ ２４３,１６６

２４３,１６６

６８,４４７,５６３

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ ３,２７１,７５１

ロ ４３８,７８８

３,７１０,５３９

（２）

イ ５００,０００

５００,０００

（３） １,０６１,８８２

（４）

イ ３２,５８９

３２,５８９

（５） ２０,４３２

５,３２５,４４２

５　繰　延　収　益

（１） ６２,４１５,９３０

△ １９,２７６,５１０ ４３,１３９,４２０

（２） ３,１６１,８６３

４６,３０１,２８３

１２０,０７４,２８８

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 の 企 業 債

長 期 前 受 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計
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６　資　　本　　金 １２,３９６,３４４

７　剰　　余　　金

（１）

イ ５１６,８７４

ロ １,８５８,５６６

２,３７５,４４０

（２）

イ １,３０１,５８８

１,３０１,５８８

３,６７７,０２８

１６,０７３,３７２

１３６,１４７,６６０負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 県 市 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　本　　　の　　　部

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

185



186

zaisei
長方形



会計に関する書類における注記 

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

   地方公営企業法施行令にもとづく地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品  最終仕入原価法による。 

 

  ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物           0～50 年 

 構築物          0～50 年 

 機械及び装置       0～20 年 

 車両運搬具          0 年 

 器具及び備品       0～15 年 

  平成 26 年 4月 1日地方公営企業法適用(以下「法適用」という。)により、法適用後の減価償却の耐用年数は残存耐用年数のため、減価償却済みの資産     

 については耐用年数が 0年になる。 

（２）リース資産 

     現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引について、久留米市企業局は、地方公営企業法任意適用事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理を行なっている。 
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 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から 3 月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。なお、貸倒実績率については、不納欠損処理していない債

権のうち、5 年経過した債権を貸倒処理額とみなして算出している。 

 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ．令和 7年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、27,372,573千円である。 

 

  ２ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和 7年度において、退職手当 9,606,000円を支給するために、退職給付引当金 9,606,000 円を取り崩す予定である。 

  （２）賞与引当金の取り崩し 

     令和 7年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 121,240,000円の支出のために、賞与引当金 32,591,000 円を取り崩す予定である。 

  （３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和 7年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 2,883,000 円を取り崩す予定である。 
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   ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 17,191,016円 

     １年超 39,001,525円 

      計    56,192,541円 

 

Ⅲ．令和 6年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、27,612,704千円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 

    （１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和 6年度において、退職手当 4,198,525円を支給するために、退職給付引当金 4,198,525 円を取り崩す予定である。 

（２）賞与引当金の取り崩し 

     令和 6年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 103,547,205円の支出のために、賞与引当金 32,932,437 円を取り崩す予定である。 

（３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和 6年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 2,849,000 円を取り崩す予定である。 

  ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 18,390,160円 

 １年超 52,623,965 円 

      計    71,014,125円 

 

 Ⅳ．セグメント情報の開示 

  久留米市下水道事業は、下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 
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Ⅴ．減損損失 

  １ グルーピングの方法 

下水道事業は、雨水や汚水を運搬・処理するための複数の資産を保有し、それぞれの資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、事

業全体を一体の資産グループとする。ただし、建設計画が中止あるいは大幅に見直された建設仮勘定については、当該資産を切り離しても他の固定資産グル

ープに影響を与えないことから、個別の固定資産として判定する。 

 

  ２ 減損の兆候が認められた固定資産グループ 

以下の固定資産について、個々の資産毎にグルーピングし、減損の兆候を認識した。 

名称 用途 資産の種類 場所 
減損損失計上前の 

帳簿価額(円) 
減損損失予算額(円) 

（特環）公共下水道実施設計(その６)業務委託 外 １８件 下水道事業 建設仮勘定 荒木町、田主丸町、城島町、三潴町 256,628,391 256,628,391 

 

３ 減損損失の認識及び測定 

本委託は下水道本管布設を目的として、平成 30 年度から令和 4 年度にかけて実施設計および地質調査の業務委託を行ったものである。 

公共下水道整備を縮小する予定の区域内（未整備となる区域）において、既に設計業務委託や地質調査業務委託を実施完了しているものがあり、これらに

ついては委託費用を資産化できず、減損の兆候として認識した。 

回収可能額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測定することとなる。当該固定資産は売却価額がなく、使用価値もないため、回収可

能額は 0 である。 
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